
 青森県及び東通村によるｱﾝｹｰﾄ調査の結果、PAZ内における自家用車で避難できない住民は約
●●人。

 自家用車で避難できない住民は、東通村が設置する4箇所の一時集合場所に徒歩等で集まり、

青森県が手配したﾊﾞｽにより、避難先である青森市へ避難。

PAZ内における自家用車で避難できない住民の数
ひがしどおりむら

ひがしどおり むら

一時集合場所
ﾊﾞｽ

必要台数

小田野沢地区
学習等供用ｾﾝﾀｰ

●人 ●台

東通村南地区
基幹集落ｾﾝﾀｰ

●人 ●台

いさりび館 ●人 ●台

白糠地区避難施設 ●人 ●台

合 計：4箇所 ●●人 ●台

：一時集合場所4箇所

小田野沢地区学習等供用ｾﾝﾀｰ

36

PAZ

※ 数字は現段階で東通村が把握している暫定値

ひがしどおりむら

おだのさわ

しらぬか

白糠地区避難施設 いさりび館

東通村南地区基幹集落ｾﾝﾀｰ

お だ の さわ

ひがしどおりむら

しらぬか

ひがしどおりむら

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】



PAZ内(北部)から避難先までの主な経路
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 自然災害等により避難経路が使用できない場合を想定して、基本避難経路及びその他避難経路を設定。

青森港

【Ｐ】

279

338

PAZ

UPZ
4

279

避難先

新青森県総合運動公園
青森工業高校

（青森市）

小田野沢地区
おだのさわ

基本避難経路

国道338号→むつ市道酪農1号→
国道279号→国道4号

338

その他避難経路

国道338号→東通村道石持砂子又線→県道6号→
東通村道下田屋目名線→国道338号→

国道279号→大間港→函館港→青森港→
国道338号→脇野沢港→青森港→ 

国道4号

しも た や め なひがしどおり

いしもち すなごまたひがしどおり

おおま はこだて

わきのさわ

脇野沢港
わきのさわ

大間港
おおま



PAZ内(南部)から避難先までの主な経路
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 自然災害等により避難経路が使用できない場合を想定して、基本避難経路及びその他避難経路を設定。

PAZ

UPZ

基本避難経路
国道338号→県道180号→
下北縦貫道→国道4号

その他避難経路
国道338号→県道７号→国道279号→
国道4号→みちのく道路→県道123号→
県道47号→県道44号

【Ｐ】

4

青森港

避難先

新青森県総合運動公園

（青森市）

338

279

老部地区

白糠地区

おいっぺ

しらぬか

しもきた

7

脇野沢港
わきのさわ

大間港
おおま



【交通情報板】

避難経路に30箇所
（青森市内25箇所含む）設置
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避難を円滑に行うための対応策①

 PAZ及びUPZ内の住民の車両による避難を円滑に行うため、停電時に備えた自家発電機能付信号機
や青森県、東通村、青森県警察による主要交差点における交通整理等の交通対策を行う。

ひがしどおりむら

PAZ

UPZ
 交通誘導対策

自家発電機能付の信号機の設置や

主要交差点等における市町村職員や

青森県警察職員等による交通整理を行

い、円滑な避難誘導を実施

 交通広報対策
日本道路交通情報ｾﾝﾀｰ（JARTIC）、道

路情報板等を活用した広報

光ﾋﾞｰｺﾝを活用した交通情報提供ｼｽﾃ

ﾑ（AMIS）による広報

 交通規制対策
必要に応じた原子力発電所方面への

車両等の進入の抑制や主要交差点に

おける信号操作等により避難の円滑化

を図る

【凡例】

：自家発電機能付信号機

：交通整理地点

：交通規制地点

：交通情報板

：道路情報板

【道路情報板】

避難経路等に72箇所設置

東通地域における交通対策
ひがしどおり

【自家発電機能付信号機】

避難経路に46箇所設置

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】



避難を円滑に行うための対応策②

 東通村では自家用車避難を円滑に行うため、対象となる住民に、色分けされた「避難車両認識票」
を配布。

 また、発電所で緊急事態が発生した場合における住民が取るべき行動や避難経路・避難先等の情
報を掲載した「原子力防災ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ」等の啓発資料を作成し、村内の全戸に配布するなど、避難を
円滑に行うための普及啓発を継続的に実施。
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避難車両認識票

ひがしどおり むら

原子力防災ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ、ﾘｰﾌﾚｯﾄ

【Ｐ】



6．UPZ内における対応

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞

1. 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階において、住民（避難行動要支援者を含
む）は屋内退避を開始する。

2. 放射性物質の放出後は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果を踏まえて、原子力災害対策指針で定める基準
（OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える区域を特定。当該区域の住民は一時移転等を
行うこととなるため、一時移転等ができる体制を整備。
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